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裁判年月日 平成18年 5月26日 裁判所名 京都地裁 裁判区分 判決

事件番号 平１６（ワ）３１４９号

事件名 損害賠償請求事件

裁判結果 棄却 上訴等 控訴 文献番号 2006WLJPCA05266006

京都市〈以下省略〉

原告 Ｘ１

岐阜県多治見市〈以下省略〉

原告 Ｘ２

大阪府池田市〈以下省略〉

原告 Ｘ３

上記３名訴訟代理人弁護士 尾藤廣喜

京都市〈以下省略〉

被告 株式会社Ｙ

同代表者代表取締役 Ａ

同訴訟代理人弁護士 長野浩三

同 住田浩史

主文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事実及び理由

第一 請求

被告は，原告それぞれに対し，各１４５５万６４１７円及びこれに対する平成１３年１２

月１２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第二 事案の概要

一 事案の要旨

本件は，亡Ｂ（以下「Ｂ」という。）の相続人である原告らが被告に対して，Ｂは，平成

１２年８月７日，被告との間で，被告の経営する「ａ」（以下「本件施設」という。）を利

用することなどを内容とする痴ほう対応型共同生活介護利用契約（以下「本件契約」という
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。）を締結し，本件施設に入所していたところ，平成１３年１２月１２日，本件施設におい

て転倒し，その結果，Ｂは平成１６年１月１２日に死亡したが，これは被告の安全配慮義務

違反に基づくものであるとして，債務不履行に基づき，原告らそれぞれに対して，各１４５

５万６４１７円（Ｂの損害の３分の１である１３２５万６４１７円及び弁護士費用１３０万

円）及びこれに対する上記事故日である平成１３年１２月１２日から支払済みまで民法所定

の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。

二 当事者間に争いのない事実

１(1) 原告らはＢの子であり，原告らの相続分は，各３分の１ずつである。

Ｂは，大正１０年○月○日生まれの女性であり，平成１６年１月１２日死亡した。

(2) 被告は，介護保険の適用事業所として，痴ほうの高齢者及び初期痴ほうにより

痴ほう状態にある者，痴ほうであっても別の病気により入院治療を必要としない者を対象と

する本件施設（痴ほう対応型共同生活施設，いわゆるグループホーム）を経営している株式

会社である。

２(1) Ｂは，平成１２年８月７日，被告との間で，本件施設に入所することなどを内

容とする痴ほう対応型共同生活介護利用契約（本件契約）を締結した。本件契約（甲５）に

は，次の定めがある（以下において，「利用者」とはＢを，「事業者」とは被告を指す。）

。

［第１条］

事業者は，利用者に対し介護保険法の趣旨にしたがって，指定を受けた当該事業所におい

て，家庭的な環境のもとで，利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう各種サービスを提供します。

［第２条１項］

利用者の契約日時点における要介護状態区分は要介護２です。

［第６条２項］

利用者は，介護保険給付サービスとして，次の各号のサービス等を受けることができます

。なお，食事その他の家事等については，利用者は事業者と共同しておこなうようにします

。

・ 入浴，排泄，食事，着替え等の介護，その他の生活上の世話

・ 機能回復訓練

・ 相談，援助

［第２１条１項］

事業者は，利用者に対する介護サービスの提供にともなって，事業者の責めに帰すべき事

由により，利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には，不可抗力による場合を除

き，速やかに利用者に対して損害を賠償します。ただし，利用者に重過失がある場合は，賠

償額を減ずることができます。

［第２５条］

事業者は，利用者に対し介護サービス業務をおこなうにあたっては，法令を遵守し，善良

なる管理者の注意を持ってその業務を遂行します。
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(2) Ｂは，平成１２年９月１日，本件施設に入所した。

(3) 被告は，平成１３年６月１１日，京都市下京区長に対し，Ｂの要介護認定・要

支援認定を申請し，同年７月１２日，要介護状態区分３とする認定（認定の有効期間は同月

１日から同年１２月３１日まで，甲１３）を受けた。

３(1) Ｂは，平成１３年１２月１２日午後２時４０分ころ，入浴のため，被告の職員

であるＣ（以下「Ｃ」という。）に本件施設２階浴室（以下「本件浴室」という。）横のリ

ビングルーム（以下「本件リビング」という。）に誘導されたが，ＣがＢを１人で待機させ

ている間に転倒し，右大腿骨頸部を骨折するなどの傷害を負った（以下「本件事故」という

。）。

(2) 被告は，翌１３日，原告Ｘ１に本件事故があったことを連絡し，Ｂを堀川病院

整形外科に入院させた。

(3) 被告の職員は，平成１３年１２月１９日作成の個人援助計画（甲７）に，「御

本人がふらつきが多くなっていたのを分っていたにもかかわらず，御本人を１人にし職員が

離れてしまった事，離れる時の声掛けの不足を反省しています。又，転倒時，すぐに家族の

方に連絡しなかった事を深く反省しています。申し訳ありませんでした。」と記載した。

(4) Ｂは，平成１４年６月１９日，室町病院に転院したが，同年７月１９日，堀川

病院（内科）に再入院し，平成１５年１月１０日，堀川病院（内科）を退院したが，その後

，堀川病院や他の病院に入退院を繰り返すようになり，平成１６年１月１２日午前９時３７

分，原告Ｘ１（以下「原告Ｘ１」という。）宅において，多発性脳梗塞を直接死因として死

亡した。

三 争点

１ 被告の安全配慮義務違反

２ 本件事故とＢの死亡との相当因果関係

３ 損害額

４ 過失相殺

四 争点に関する当事者の主張

１ 争点１（被告の安全配慮義務違反）について

(1) 原告らの主張

ア 本件事故の状況について

後記(2)アのうち，ＣがＢに声をかけた事実は否認する。

イ 被告の注意義務の内容

（ア） 原告らは，Ｂの要介護度が３となったことから，Ｂを他の施設（健光園）に移

すことも検討した。しかし，被告の施設長や職員が，責任をもって見ますから是非とも本件

施設に留まってほしいと積極的に申し出たため，Ｂは本件施設に留まった。

（イ） 原告らは，被告に対し，職員の人手が足りなければ対策をと申し出たが状態は

変わらず，本件施設に通い続けた。しかし，被告の施設長や職員は，平成１３年１２月１１

日，「責任をもって介護しますから，家族の方は来ないでください。」と言って原告ら家族

の介護を拒否したため，原告らは訪問を差し控えるようになった。
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（ウ） 上記（ア）及び（イ）に加えて，本件事故当時のＢの状況，ＣがＢを入浴のた

め誘導したこと等からすると，被告は，少なくともＢが入浴を完了するに至るまでの間，終

始，Ｂを見守る注意義務があった。

なお仮に，被告の主張するとおり，ＣがＢにトイレに行く必要があるかどうかを尋ねたの

であれば，Ｂに対して，わざわざトイレを強調し，意識を刺激した点においても，Ｂをその

まま１人にしてしまったことは注意義務に違反する。

(2) 被告の主張

ア 本件事故の状況について

Ｃは，Ｂを入浴させるために，本件施設１階にいたＢを本件リビングまで誘導して，椅子

に座らせた。ＣはＢに，トイレに行く必要はあるかどうか聞き，Ｂは行かないと答えた。そ

こで，Ｃは，湯温を見るため本件浴室に向かったが，それに先立ち，Ｂに対して，このまま

本件リビングで待っているように声をかけたところ，Ｂはこれを了承した。

Ｃが浴槽の湯温を確かめようと湯に手をいれている間，Ｂはひとりで歩き出し（おそらく

トイレに向かったものと思われる），トイレ出入口付近で転倒した。

イ 被告の注意義務の内容

（ア）及び（イ）は否認し，（ウ）は争う。

本件契約が「居宅サービス」を対象とすること，当時のＢの状況，Ｂが転倒したのは入浴

中ではないこと等に照らして，被告には，終始Ｂを見守る注意義務はなかった。

２ 争点２（本件事故とＢの死亡との相当因果関係）

(1) 原告らの主張

Ｂは，本件事故による骨折のため歩行能力が低下し，寝たきりとなって廃用症候群が発生

し，認知症も悪化したため，死亡するに至った。

(2) 被告の主張

否認する。

３ 争点３（損害額）

(1) 原告らの主張

ア Ｂは，被告の債務不履行により，以下のとおり合計３９７６万９２５２円の損害を被

った。

① 治療費 １８２万１５１６円

② 入院雑費 １９９万２９２３円

③ 付添看護費 ５万３７２０円

④ 交通費 ３７万７０８０円

⑤ 入院中の家族介護料 １５８万４０００円

⑥ 在宅介護料 １９０万５２０４円

⑦ 住宅改造費用 １５万４９９７円

⑧ 傷害慰謝料 ４００万００００円

⑨ 死亡慰謝料 １７５０万００００円

⑩ 逸失利益 １０３７万９８１２円
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⑪ 以上 ３９７６万９２５２円

イ 弁護士費用

原告らそれぞれにつき１３０万円

(2) 被告の主張

否認ないし争う。

４ 争点４（過失相殺）

(1) 被告の主張

Ｂは平たんな場所であれば介助なしに歩行が可能であり，また被告職員の簡単な指示であ

れば理解し，判断することができたのであるから，本件事故は，第一義的にはＢの不注意に

よって生じたものといわざるを得ず，大幅な過失相殺がなされるべきである。

(2) 原告らの主張

否認ないし争う。

Ｂに認知症の症状があったこと，被告は痴ほう性対応型共同生活介護事業を営むものであ

ることからして，被告がＢの過失相殺を主張することは許されない。

第三 当裁判所の判断

一 争点１（被告の安全配慮義務違反）について

１ 上記第二の二で認定した事実に加えて，後掲証拠等によれば，次の事実が認められ

，これを覆すに足りる証拠はない。

(1) グループホームについて

ア グループホームとは，介護保険法の規定する「居宅サービス」の１つであり，痴ほう

性高齢者が小規模な生活の場で少人数を単位とした共同住居の形態で，食事の支度や掃除，

洗濯などをスタッフが利用者とともに共同で行い，一日中家庭的で落ち着いた雰囲気の中で

生活を送ることにより，痴ほう症状の進行を穏やかにし，家庭介護の負担軽減に資するもの

であり，要介護度１から３までの者を対象者としていることが多い（乙３，Ｄ証言〔８ない

し１０，２４頁〕，介護保険法〔平成１７年法律７７号による改正前〕７条５項，１５項参

照）。

イ グループホームの１単位（ユニット）は９人までとされているところ，法令上求めら

れている職員の員数は，日中は，入所者３名に対して職員１名以上，夜間及び深夜は１単位

ごとに職員１名以上とされている（乙３，Ｄ証言〔２４，２５頁〕，介護保険法７４条１項

，指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準１５７条１項）。

ウ 本件施設は，２単位で構成され，入所者を１４名までとするグループホームであるが

，日中は職員５名が配置されていた（乙５，７，Ｃ証言〔６，１９，２０頁〕）。

(2) 本件事故までのＢの状況

ア Ｂは，本件入所直前である平成１２年８月ころ，家族に連れられて天橋立に旅行に行

った（甲４１の３，原告Ｘ１本人〔３頁〕）。

イ 医療法人西陣健康会堀川病院（以下「堀川病院」という。）のＥ医師（以下「Ｅ医師

」という。）は，平成１２年１１月２２日にＢを診察し，京都市介護保険専用主治医意見書

を作成した。同書面には，Ｂの状況について次の記載がある（乙２３〔４８，４９頁〕）。
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「１ 傷病に関する意見

(1) 診断名 老人性痴呆症，廃用症候群（両下肢筋力低下）（後略）

(2) 症状としての安定性 不安定

(3) 介護の必要の程度に関する予後の見通し 悪化

(4) 障害の直接の原因となっている傷病の経過及び投薬内容を含む治療内容

’９８年～’９９年にかけて痴呆症状の顕在化，進行が認められている。（後略）

３ 心身の状態に関する意見

(1) 日常生活の自立度等について

障害老人の日常生活自立度 Ａ１

痴ほう性老人の日常生活自立度 Ⅲａ

(2) 理解および記憶

短期記憶 問題あり

(3) 問題行動の有無 有 徘徊，その他（収集癖，情緒障害）

(5) 身体の状態 筋力の低下（両下肢 軽度）

４ 介護に関する意見

(1) 現在，発生の可能性が高い病態とその対処方針

尿失禁，転倒・骨折

対処方針 環境の安全確保，排尿習慣訓練

(2) 医学的管理の必要性

その他（痴呆対応型共同生活介護）（特に必要性が高いことを示す下線あり）

(3) 介護サービス（入浴サービス，訪問介護等）における医学的観点からの留意事項

移動について あり（運動の調節が拙劣である。）

５ その他特記すべき事項

直前のでき事も記憶できない重症痴呆症。（中略）転倒事故などにも注意を要し，覚醒し

ている時間においては監視が不可欠である。」

ウ Ｂは，平成１３年２月ころ，家族ともに東京に旅行に行った（甲４１の４，原告Ｘ１

本人〔３頁〕）。

エ Ｅ医師は，平成１３年６月８日，Ｂを診察して，京都市介護保険専用主治医意見書を

作成した。その内容は，概ね上記イと同様であるが，Ｂの状態が安定したこと等から，以下

のとおり上記イと異なる部分がある（甲６，乙２３〔４６，４７頁〕）。

「１ 傷病に関する意見

(2) 症状としての安定性 安定

(3) 介護の必要の程度に関する予後の見通し 不変

(4) 傷病の経過及び治療内容

徘徊，情緒障害を伴う痴呆症と歩行障害を中心とするＡＤＬ障害及び嚥下障害を有してい

るが，グループホームにおけるケアが奏功し，概ね安定している。

３ 心身の状態に関する意見

(3) 問題行動の有無 有 徘徊，その他（情緒障害，強迫行動）
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４ 介護に関する意見

(1) 現在，発生の可能性が高い病態とその対処方針

対処方針 ＡＤＬ維持，見守り。

(3) 介護サービス（入浴サービス，訪問介護等）における医学的観点からの留意事項

移動について あり（転倒注意）

５ その他特記すべき事項

直前記憶も期待できない痴呆症。徘徊有り。（中略）また頻尿なのか，排尿行為への強迫

反復なのか，失禁への怖れによるものなのか，極めて頻繁に居室とトイレを往き来する，な

どの行動も見られる。しかし，グループホームでのケアによく馴染み，コンディション全般

としては安定している。今後も共同生活による確実な見守りが肝要と思われる。」

オ 京都市在宅介護支援センター堀川病院のセンター所長兼ケアマネージャーであったＤ

（以下「Ｄ」という。）は，平成１３年６月１１日，同ケアマネージャーであるＦとともに

，Ｂの状態を調査し，京都市介護保険専用調査票を作成した。同書面には，Ｂの状況につい

て次の記載がある（乙２３〔１０５ないし１０８頁〕，Ｄ証言〔１ないし６頁〕）。

「１ 麻痺・拘縮について

両下肢あり

両下肢の筋力低下により，歩行に不安定感があり，フラツキ等による転倒の危険があるた

め，介護スタッフ等による見守りが必要。でこぼこ道，交通量の多い道では，事故防止のた

め，介護スタッフ等による手つなぎが必要。

２ 移動などについて

両足がついた状態での座位保持 できる

両足がつかない状態での座位保持 できる

両足での立位保持 支えなしでできる

歩行 つかまらないでできる

３ 複雑な動作などについて

立ち上がり つかまらないでできる

一般家庭用浴槽の出入り

一部介助

両下肢の筋力低下のため転倒の危険があり，介護スタッフによる浴室内での見守りが必要

。

９ 日常生活自立度

障害老人の日常生活自立度 Ａ１

痴ほう性老人の日常生活自立度 Ⅲａ」

カ Ｅ医師は，月に２度の頻度で本件施設を訪問し，Ｂその他の入所者を診察していたが

，平成１３年７月１８日にはＢの食事量が減少していること，同年１０月１２日にはＢのＡ

ＤＬ（日常生活動作）及び活動性の変動が大きく介助量が増加していること，をそれぞれ確

認した。しかし，Ｅ医師は，その他の訪問の際には，Ｂに特段の異常を認めなかった（乙３

１〔２８，２９，３２ないし３４頁〕，Ｅ証言〔１，５，６頁〕）。
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キ Ｂは，本件施設において，部屋や廊下など平たんな場所では，職員に手を引かれずに

自ら歩行していたし，本件施設における嵐山への遠足に参加したこともある（乙４０，Ｃ証

言〔２，３，５，２８頁〕）。

ク 障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準において，「Ａ」とは，「屋内で

の生活は概ね自立しているが，介助なしには外出しない」というものであり，そのうち「Ａ

１」とは，「介助により外出し，日中はほとんどベッドから離れて生活している」というも

のである。

また，痴ほう性老人の日常生活自立度判定基準において，「Ⅲ」とは，「日常生活に支障

を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ，介護を必要とする。」というもの

であり，そのうち「Ⅲａ」とは，「日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。」というも

のであるが，いずれも，一時も目を離せない状態ではないとされている（乙１，２）。

(3) 本件施設のＢに関する個人援助計画

ア 被告は，Ｂについて，毎月，個人援助計画を策定していたが，本件事故前である平成

１３年１１月２２日付け個人援助計画の「サービスの内容」には，次の記載がある（乙９の

２）。

「・ 排泄

日中は，ほぼ自立するも，トイレの場所が分らない事も度々あり，トイレ誘導，促し等行

う時もある。常時紙パンツ使用（所見参照）夜間も紙パンツ使用にてトイレ誘導を行う。

・ 入浴

月，水，金（に変更される）と週３回入浴されている。入浴中は，ほぼ全介助にて入浴。

」

イ 被告のＢに関する平成１３年１２月１９日付け個人援助計画（日付は本件事故後であ

るが，以下の記載自体は本件事故前になされたものである。）の「サービスの内容」の内容

は，概ね上記アと同様であるが，「排泄」欄には，次の記載がある（甲７，Ｃ証言〔３１，

３２頁〕）。

「 日中，夜間共，トイレ誘導を行う。特に日中は御本人の様子を見ながら促しを行い，

御本人自ら行かれる時は見守りを行っている。日中，夜間共常時紙パンツ使用」

(4) 本件事故の状況について

ア 本件施設２階の状況は別紙のとおりであり，本件リビングの床面は平たんである（甲

１１，乙４１ないし５３，弁論の全趣旨）。

イ Ｃは，平成１３年１２月１２日午後２時４０分ころ，Ｂを２階の本件浴室で入浴させ

るため，Ｂの手を引いて階段を上がった。Ｃは，その途中でＢに対しトイレに行くかどうか

を尋ねたが，Ｂは行くとは答えなかった。

Ｃは，湯温の確認等をするため，Ｂを本件リビングの椅子に座らせ，本件リビングの横に

位置する本件浴室及び脱衣所で湯温の確認や目視によるチェック等をして戻ろうとしたが，

Ｂは，その間にトイレに行こうとして歩き出し，トイレ前で転倒した。

（乙４０，５４，Ｃ証言〔６ないし９，２１，３２ないし３４頁〕）

２(1) 原告らは，上記第二の四１(1)イ（ア）及び（イ）のとおり，被告の施設長や職
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員がＢの要介護度が３となった際に，責任をもって見るから本件施設に留まってほしいと積

極的に申し出たとか，平成１３年１２月１１日に原告ら家族の介護を拒否した旨主張し，甲

３６（原告Ｘ１の陳述書）及び原告Ｘ１本人尋問の結果にはこれに沿う部分がある

しかし，上記事実を裏付ける的確な証拠はない上，原告Ｘ１が平成１４年４月ころに京都

府国民健康保険団体連合会介護サービス苦情処理委員会に対して提出した苦情申立書や，原

告Ｘ１が同年７月３日に，被告及び被告と居宅介護支援事業者賠償責任保険を締結している

東京海上火災保険株式会社に対して送付した内容証明郵便，さらに原告Ｘ１が平成１４年こ

ろに本件事故について作成した書面には，その旨の記載がないことからすると（乙２４〔１

ないし１０，２２ないし３０頁〕），上記証拠だけからは，原告らの上記主張事実を認める

ことはできない。

(2) 被告は，上記第二の四１(2)アのとおり，本件事故状況について，ＣがＢに対し

，本件リビングでトイレに行く必要があるかどうかを尋ねた旨主張し，乙４０（Ｃの陳述書

）及びＣ証言には，これに沿う部分がある。しかし，Ｃ証言は，本件事故から相当期間が経

過したこともあって証言内容が曖昧であり，その信用性は乙５４（Ｃが本件事故後に作成し

た事故報告書）に比して高いとはいえず，上記証拠だけから被告の上記主張事実を認めるこ

とはできない。

(3) 他に上記１の認定を左右するに足りる証拠はない。

３(1) 上記１(5)イで認定した事実からすると，Ｃが湯温の確認等のため，椅子に座っ

ているＢの下から離れて本件事故が発生するまでには，せいぜい十数秒ないし二，三十秒し

かなかったと推認され，これを覆すに足りる証拠はない。

そして，上記１で認定した事実のうち，グループホームに法令上要求されている職員数の

基準や本件施設の職員数，Ｂの障害老人の日常生活自立度がＡ１（介助により外出し，日中

はほとんどベッドから離れて生活している）で，痴ほう性老人の日常生活自立度がⅢａ（日

中を中心として日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ，介

護を必要とするが，一時も目を離せない状態ではない）であったこと，Ｂは，平成１３年６

月ころには症状が安定し，同年１０月１２日にはＢに対する介助量が増大しているとのＥ医

師の診断もあったが，その後は特段の異常は生じていなかったこと，Ｂがいた本件リビング

の床は平たんであったこと等からすると，十数秒ないし二，三十秒の間でも，椅子に座って

いるＢから目を離してはならないという法的義務がＣや被告にあったとは認め難い（仮にか

かる法的義務を認めるとすれば，グループホームの運営に関して著しく加重な義務が課され

ていることとなり，グループホームが同様の状態にある高齢者の引受けを躊躇する事態も生

じかねないといえる。）。

(2) 原告らは，本件事故当時のＢの状況からすると，Ｃには，終始，Ｂを見守る注

意義務があった旨主張し，Ｅ医師の証言及びＤの証言には，これに沿うかのような部分があ

る。

しかし，Ｅ医師の京都市介護保険専用主治医意見書及びＤの京都市介護保険専用調査票の

記載内容は，いずれも，移動中や浴室内など，転倒の危険性が高い状態におけるＢに対する

見守りを求めるものにすぎない（仮に，Ｂは常に目を離すことができない状態であると判断
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したのであれば，痴ほう性老人の日常生活自立度はⅣ又はＭでなければならないはずである

〔乙２〕。）。

したがって，上記各証言が，Ｂは本件事故当時，浴室等の危険な場所でなくてもわずかな

時間でも目を離すと危険な状態であったという趣旨であれば，それぞれが作成した京都市介

護保険専用主治医意見書及び京都市介護保険専用調査票の記載内容に反して信用できない。

(3) 原告らは，ＣがＢを入浴のため誘導したことを強調するが，Ｂが本件リビング

の椅子に座っている間は，その危険性において日常生活中と何ら変わりがなく，本件浴室内

や脱衣所における脱衣作業中に準ずる危険性はおよそ認められない。したがって，原告らの

上記主張は，結局は，常時，Ｂから目を離してはならないという注意義務を主張しているこ

とに等しく，採用できない（Ｂに対する個人援助計画において「入浴中はほぼ全介助」とさ

れていることは，上記の趣旨にすぎないことが明らかである。）。

(4) 原告らは，ＣがＢにトイレに行く必要があるかどうかを尋ねたことにより，ト

イレを強調してＢの意識を刺激した旨主張するが，これを認めるに足りる証拠はないし，Ｂ

にトイレ誘導を行う必要性があること（上記１(4)イで認定した事実）を考慮すると，その

ことによって被告の注意義務が高まるということもできない。

４ 以上によれば，被告に，Ｂに対する安全配慮義務違反があったとは認められない。

二 したがって，その余の争点について判断するまでもなく，原告らの請求はいずれも理

由がない。

第四 結論

よって，原告らの請求を棄却することとし，訴訟費用の負担について民事訴訟法６５条，

６１条を適用して，主文のとおり判決する。

（裁判官 阪口彰洋）

〈以下省略〉

*******
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